
 

 

○愛媛県建設工事請負業者選定要領 

昭和39年７月10日告示第607号 

改正 

昭和42年３月22日告示第251号 

昭和45年３月27日告示第263号 

昭和45年４月１日規則第18号 

昭和47年６月６日告示第546号 

昭和50年10月３日告示第1011号 

昭和56年４月１日告示第392号 

平成２年１月26日告示第118号 

平成６年11月18日告示第1275号 

平成８年４月１日告示第513号 

平成11年３月31日告示第499号 

平成12年11月６日告示第1546号 

平成16年２月27日告示第375号 

平成16年11月２日告示第2225号 

平成16年12月24日告示第2526号 

平成17年３月29日告示第731号 

平成18年４月28日告示第691号 

平成18年８月29日告示第1295号 

平成18年10月31日告示第1593号 

平成20年３月25日告示第467号 

平成20年11月４日告示第1562号 

平成22年10月29日告示第1213号 

平成24年11月２日告示第1312号 

平成26年11月７日告示第1239号 

平成28年２月16日告示第167号 

平成28年10月18日告示第1146号 

平成30年10月16日告示第978号 

令和元年６月28日告示第238号 



 

 

令和元年７月９日告示第305号 

令和２年10月27日告示第1157号 

令和３年３月２日告示第219号 

令和４年10月28日告示第1073号 

令和６年10月15日告示第917号 

令和８年１月30日告示第62号 

令和８年10月20日告示第1070号 

愛媛県建設工事請負業者選定要領を次のように定める。 

愛媛県建設工事請負業者選定要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、愛媛県会計規則（昭和45年愛媛県規則第18号）の規定に基づき、競争入札又

は随意契約の見積りに加わろうとする者に必要な資格及び競争契約又は随意契約に付そうとする

場合における業者の選定要領を定めるものとする。 

２ この要領の規定は、愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年11月愛媛県告示第1275

号）第２条第２項に規定する特定建設工事共同企業体、同条第３項に規定する経常建設共同企業

体及び同条第４項に規定する地域維持型建設共同企業体の入札参加資格については、適用しない。 

（競争入札及び随意契約への参加） 

第２条 愛媛県の発注する建設工事（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定する建

設工事をいう。以下同じ。）の競争入札又は随意契約の見積りに加わろうとする者は、等級別格

付け（以下「格付け」という。）をされた者（以下「有資格業者」という。）でなければならな

い。 

（業者の格付け） 

第３条 格付けは、次に掲げる要件の全てを満たす者で申請書を提出したものについて行うものと

する。 

(１) 所得税又は法人税並びに特別法人事業税（本県分に限る。以下同じ。）及び地方法人特別

税（本県分に限る。以下同じ。）並びに消費税（これらのうち国税通則法（昭和37年法律第66

号）第46条第１項若しくは第２項の規定による納税の猶予（以下「納税の猶予」という。）又

は地方税法（昭和25年法律第226号）第15条第１項の規定による徴収の猶予（以下「徴収の猶予」

という。）を受けたものを除く。）について未納がないこと。 

(２) 県税全税目（徴収の猶予を受けたものを除く。）について未納がないこと。 



 

 

(３) 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出、厚生年金保険法（昭和29年

法律第115号）第27条の規定による届出及び雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定

による届出をしていること（これらの規定が適用されない場合を除く。）。 

(４) 当該年に係る建設業法第27条の23第１項の経営事項審査を受け、同法第27条の29第１項の

総合評定値の通知を受けていること。 

２ 格付けは、次の各号に掲げる工事種類の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める段階の等級に

区分して行うものとする。 

(１) 土木 ５段階の等級 

(２) 建築 ４段階の等級 

(３) その他 ３段階の等級 

３ 格付けは、平成７年度を初年度とする毎２年度を単位として、当該毎２年度の建設工事に係る

競争入札又は随意契約の見積りについて効力を有する。 

（建設工事入札参加資格審査申請等） 

第４条 前条第１項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。ただし、代理人が

当該申請書を提出しない場合は、第４号に掲げる事項は、記載することを要しない。 

 (１) 申請者の氏名及び住所（法人にあつては、商号又は名称、主たる事務所の所在地並びに代

表者の職名及び氏名） 

 (２) 営業所所在地 

 (３) 使用印鑑又は実印 

 (４) 代理人氏名 

 (５) 建設業の許可番号 

 (６) 競争入札に参加を希望する建設工事の種類 

 (７) その他参考となる事項 

２ 前条第１項の申請書は、次に掲げる書類を添付し、随時、知事に提出することができる。ただ

し、別に定める期間内に提出するよう努めるものとする。 

(１) 印鑑証明書 

(２) 所得税又は法人税並びに消費税及び地方消費税（これらのうち納税の猶予を受けたものを

除く。）について未納がない旨の証明書 

(３) 県税全税目（個人の県民税及び地方消費税を除く。）並びに特別法人事業税及び地方法人

特別税（これらのうち徴収の猶予を受けたものを除く。）について未納がない旨の証明書（知



 

 

事が保有している当該書類により確認すべき事項に係る情報を前条第１項の申請書の審査のた

めに利用することについて申請者の同意がある場合を除く。） 

(４) 個人の県民税（徴収の猶予を受けたものを除く。）について未納がない旨の証明書 

(５) 建設業法第27条の29第１項の規定による総合評定値通知書の写し 

(６) 前条第１項第３号の要件を満たすことを証する書類（前号の書類により当該要件を満たす

ことを確認できない場合に限る。） 

(７) その他知事が必要と認める書類 

３ 本県に主たる営業所を有しない業者にあつては、前項に掲げる書類のほか、建設業許可申請書

の写し（知事又は大臣の許可証明を添付したもの）を添付しなければならない。 

４ 第２項第２号から第４号までに規定する税のうち納税の猶予又は徴収の猶予を受けたものがあ

る者にあつては、同項に掲げる書類のほか、当該納税の猶予又は徴収の猶予の許可を受けた通知

書の写し等を添付しなければならない。 

５ 前条第１項の申請書提出後、次の各号（本県に主たる営業所を有する業者にあつては、第１号

から第３号までに限る。）に掲げる事項について変更が生じたとき、又は本県に主たる営業所を

有しない業者が建設業法第29条若しくは第29条の２第１項の規定により許可を取り消されたとき

は、その旨を記載した届出書を知事に提出しなければならない。 

(１) 申請者の氏名及び住所（法人にあつては、商号又は名称、主たる事務所の所在地並びに代

表者の職名及び氏名） 

(２) 営業所所在地 

(３) 使用印鑑又は実印 

(４) 代理人氏名 

(５) 建設業の許可番号 

６ 前項の届出書には、当該届出に係る事項についての変更後の第２項第１号及び第７号に掲げる

書類並びに第３項の建設業許可申請書の写し（知事又は大臣の許可証明を添付したもの）を添付

しなければならない。 

（建設工事入札参加資格審査申請の特例） 

第５条 建設業法第17条の２第１項から第３項まで若しくは第17条の３第１項の規定により有資格

業者の建設業者としての地位を承継した者又は有資格業者から建設業の一部の譲受け等により当

該有資格業者の実態を引き継いだ者は、次項に規定する場合を除き、第３条第１項の規定にかか

わらず、当該承継又は引継ぎのあつた日から30日以内にその旨を記載した申請書を知事に提出し



 

 

て格付けを受けることができる。 

２ 有資格業者は、次の各号のいずれかに該当する事実が発生した場合において、当該格付けに係

る建設工事の事業を引き続き行うときは、当該事実の発生した日から30日以内に、その旨を記載

した届出書を知事に提出しなければならない。 

(１) 合併 

(２) 分割又は他の法人の分割による事業の全部若しくは一部の承継 

(３) 事業の一部の譲渡又は他の法人の事業の全部若しくは一部の譲受け 

(４) 民事再生法（平成11年法律第225号）第33条第１項の規定に基づく再生手続開始の決定 

(５) 会社更生法（平成14年法律第154号）第41条第１項の規定に基づく更生手続開始の決定 

３ 第１項の申請書及び前項の届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、

同項の届出書を提出する場合であつて、実印に変更がないときは、第２号に掲げる書類は、添付

することを要しない。 

(１) 承継若しくは引継ぎ又は合併等の事実を証する書類 

(２) 印鑑証明書 

(３) 建設業法第27条の29第１項の規定による総合評定値通知書の写し 

(４) その他知事が必要と認める書類 

４ 前条第３項の規定は、第２項の届出について準用する。この場合において、同条第３項中「前

項」とあるのは「次条第３項」と、「建設業許可申請書の写し（知事又は大臣の許可証明を添付

したもの）」とあるのは「建設業許可申請書の写し（知事又は大臣の許可証明を添付したもの）

又は譲渡及び譲受け認可申請書、合併認可申請書、分割認可申請書若しくは相続認可申請書の写

し（当該認可を証する書類を添付したもの）」と読み替えるものとする。 

５ 知事は、第２項の規定による届出に基づいて審査を行い、当該届出をした有資格業者の格付け

を変更する必要があると認めるときは、当該格付けを変更するものとする。 

（格付けの抹消） 

第６条 建設業法第12条各号のいずれかに該当することとなつたとき、又は同法第29条若しくは第

29条の２第１項の規定により許可を取り消されたときは、格付けを抹消する。 

（業者の選定及び発注区分） 

第７条 業者の選定は、有資格業者のうちから行うものとする。 

２ 工事種類別の格付け等級及びその発注対象工事は、次表のとおりとし、業者を選定しようとす

るときは、当該工事の実施設計工費（請負に付すべき金額に支給材料費を加算した純工事費。以



 

 

下「設計工費」という。）に対応する格付け等級に属する者から行うものとする。ただし、当分

の間、当該格付け等級の直近上位の格付け等級に属する者からも選定することができるものとす

る。 

工事種類別 等級 発注対象工事１件ごとの設計工費 

土木 

Ｓ １億円以上 

Ａ 5,000万円以上１億円未満 

Ｂ 3,000万円以上5,000万円未満 

Ｃ 1,000万円以上3,000万円未満 

Ｄ 1,000万円未満 

建築 

Ａ 6,000万円以上 

Ｂ 3,000万円以上6,000万円未満 

Ｃ 1,500万円以上3,000万円未満 

Ｄ 1,500万円未満 

その他 

Ａ 4,500万円以上 

Ｂ 1,000万円以上4,500万円未満 

Ｃ 1,000万円未満 

（業者選定の特例） 

第８条 特に緊急を要する工事、特殊機械又は特殊の技術を要する工事その他特別の事由があると

認める工事の業者の選定については、第２条又は第７条の規定によらないことができる。 

（雑則） 

第９条 この要領の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

１ この要領は、公布の日から施行する。 

２ 建設工事請負業者選定要領（昭和36年愛媛県訓令第５号。以下「旧要領」という。）は、廃止

する。 

３ この要領施行の際現に旧要領に基づいて格付けされている者は、この要領に基づいて格付けさ

れたものとみなす。 

４ この要領施行の際現に旧要領に基づきなされた工事請負指名（競争参加）願の提出は、この要

領第４条の規定により提出された工事請負競争参加願とみなす。 



 

 

５ 昭和39年に限り、共同企業体の提出する工事請負競争参加願の提出期限は、第４条の規定にか

かわらず７月31日までとする。この場合において当該共同企業体の構成員である業者の全員が同

条による工事請負競争参加願を所定の期限内に提出しているものでなければならない。 

前 文（抄）（昭和42年３月22日告示第251号） 

昭和42年４月１日から施行する。 

前 文（抄）（昭和45年３月27日告示第263号） 

昭和45年４月１日から施行する。 

附 則（昭和45年４月１日規則第18号抄） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和47年６月６日告示第546号） 

（施行日） 

１ この要領は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 建設業法の一部を改正する法律（昭和46年法律第31号）附則第４項の規定により引き続き建設

業を営むことができる者（以下「登録業者」という。）については、改正後の愛媛県建設工事請

負業者選定要領（以下「新要領」という。）第４条第２項及び第４項並びに第６条の規定にかか

わらず、なお従前の例による。 

３ 登録業者の新要領様式第１号及び様式第３号の適用については、これらの様式中「許可」とあ

るのは「登録」とする。 

前 文（抄）（平成２年１月26日告示第118号） 

この告示の際現に改正前の愛媛県建設工事請負業者選定要領（以下「旧要領」という。）第３条

の規定により決定されている格付けについては、改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領（以下

「新要領」という。）第３条の規定による格付けが決定されるまでの間は、なお従前の例による。 

この告示の際現に旧要領第３条の規定により提出されている建設工事入札参加資格審査申請書は、

新要領第３条の規定により提出された建設工事入札参加資格審査申請書とみなす。 

附 則（平成６年11月18日告示第1275号抄） 

１ この要綱は、平成６年11月18日から施行する。 

前 文（抄）（平成８年４月１日告示第513号） 

公布の日から施行する。 

前 文（抄）（平成11年３月31日告示第499号） 



 

 

平成11年４月１日から施行する。 

前 文（抄）（平成12年11月６日告示第1546号） 

告示の日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領第４条第１項及び第３項の規定は、平成13年度以降の

格付けに係る建設工事入札参加資格審査申請及び建設工事入札参加資格審査申請書変更届出につい

て適用し、平成12年度の格付けに係る建設工事入札参加資格審査申請及び建設工事入札参加資格審

査申請書変更届出については、なお従前の例による。 

前 文（抄）（平成16年２月27日告示第375号） 

平成16年３月１日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領第３条第１項及び第４条第２項の規定は、公益法人に

係る改革を推進するための国土交通省関係法律の整備に関する法律（平成15年法律第96号。以下「公

益法人改革推進法」という。）第２条の規定による改正後の建設業法第27条の23第１項の経営事項

審査を受けた者について適用し、公益法人改革推進法第２条の規定による改正前の建設業法第27条

の23第１項の経営事項審査（公益法人改革推進法附則第３条第６項の規定によりなお従前の例によ

ることとされる場合におけるものを含む。）を受けた者については、なお従前の例による。 

前 文（抄）（平成16年11月２日告示第2225号） 

告示の日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領様式第１号の規定は、平成17年度以降の格付けに係る

建設工事入札参加資格審査申請について適用し、平成16年度の格付けに係る建設工事入札参加資格

審査申請については、なお従前の例による。 

前 文（抄）（平成16年12月24日告示第2526号） 

平成17年１月16日から施行する。 

この告示の際現に改正前の愛媛県建設工事請負業者選定要領様式第１号の規定により提出されて

いる建設工事入札参加資格審査申請書は、改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領様式第１号の

規定により提出された建設工事入札参加資格審査申請書とみなす。 

前 文（抄）（平成17年３月29日告示第731号） 

平成17年４月１日から施行する。 

前 文（抄）（平成18年４月28日告示第691号） 

平成18年５月１日から施行する。 

前 文（抄）（平成18年８月29日告示第1295号） 



 

 

平成18年９月１日から施行する。 

前 文（抄）（平成18年10月31日告示第1593号） 

告示の日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領様式第１号の規定は、平成19年度以降の格付けに係る

建設工事入札参加資格審査申請について適用し、平成18年度の格付けに係る建設工事入札参加資格

審査申請については、なお従前の例による。 

前 文（抄）（平成20年３月25日告示第467号） 

平成20年４月１日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領第７条第２項の規定は、同日以後に入札の公告又は通

知を行う工事について適用し、同日前に入札の公告又は通知を行った工事については、なお従前の

例による。 

前 文（抄）（平成20年11月４日告示第1562号） 

告示の日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領様式第１号の規定は、平成21年度以降の格付けに係る

建設工事入札参加資格審査申請について適用し、平成20年度の格付けに係る建設工事入札参加資格

審査申請については、なお従前の例による。 

前 文（抄）（平成22年10月29日告示第1213号） 

告示の日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領（以下「新要領」という。）の規定は、平成23年度以

降の格付けについて適用し、平成22年度の格付けについては、なお従前の例による。 

平成23年度及び平成24年度の格付けについての新要領第３条第１項第３号及び第４条第１項第３

号の規定の適用については、新要領第３条第１項第３号中「実施している」とあるのは「実施し、

又は当該特別徴収の実施を誓約している」と、新要領第４条第１項第３号中「実施を証するスタン

プ」とあるのは「実施又は実施の誓約を証するスタンプ」とする。 

前 文（抄）（平成24年11月２日告示第1312号） 

告示の日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領様式第１号の規定は、平成25年度以降の格付けに係る

建設工事入札参加資格審査申請について適用し、平成24年度の格付けに係る建設工事入札参加資格

審査申請については、なお従前の例による。 

前 文（抄）（平成26年11月７日告示第1239号） 



 

 

告示の日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領の規定は、平成27年度以降の格付けについて適用し、

平成26年度の格付けについては、なお従前の例による。 

前 文（抄）（平成28年２月16日告示第167号） 

告示の日から施行する。 

前 文（抄）（平成28年10月18日告示第1146号） 

告示の日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領の規定は、平成29年度以降の格付けについて適用し、

平成28年度の格付けについては、なお従前の例による。 

前 文（抄）（平成30年10月16日告示第978号） 

改正 

令和元年７月９日告示第305号 

告示の日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領の規定は、令和元年度以降の格付けについて適用し、

平成30年度の格付けについては、なお従前の例による。 

前 文（抄）（令和元年６月28日告示第238号） 

令和元年７月１日から施行する。 

前 文（抄）（令和元年７月９日告示第305号） 

告示の日から施行する。 

前 文（抄）（令和２年10月27日告示第1157号） 

告示の日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領様式第１号の規定は、令和３年度以降の格付けに係る

建設工事入札参加資格審査申請について適用し、令和２年度の格付けに係る建設工事入札参加資格

審査申請については、なお従前の例による。 

前 文（抄）（令和３年３月２日告示第219号） 

令和３年４月１日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領（以下「新要領」という。）第３条第２項の規定に基

づく令和３年度以降の格付けは、この告示の施行の日（以下「施行日」という。）前においても同

項の規定の例により行うことができる。 

新要領第７条第２項の規定は、施行日以後に入札の公告又は通知を行う工事について適用し、施



 

 

行日前に入札の公告又は通知を行った工事については、なお従前の例による。 

この告示の際現に提出されている改正前の愛媛県建設工事請負業者選定要領様式第１号及び様式

第３号の規定による申請書は、それぞれ新要領様式第１号及び様式第３号の規定による申請書とみ

なす。 

前 文（抄）（令和４年10月28日告示第1073号） 

告示の日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領様式第１号の規定は、令和５年度以降の格付けに係る

建設工事入札参加資格審査申請について適用し、令和４年度の格付けに係る建設工事入札参加資格

審査申請については、なお従前の例による。 

前 文（抄）（令和６年10月15日告示第917号） 

告示の日から施行する。 

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領様式第１号の規定は、令和７年度以降の格付けに係る

建設工事入札参加資格審査申請について適用し、令和６年度の格付けに係る建設工事入札参加資格

審査申請については、なお従前の例による。 

前 文（抄）（令和８年１月30日告示第62号） 

令和８年２月１日から施行する。 

前 文（抄）（令和８年10月20日告示第1070号） 

告示の日から施行する。 

 改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領の規定は、令和９年度以降の格付けについて適用し、

令和８年度の格付けについては、なお従前の例による。 

 


